（様式１）
令和　　年　　月　　日

横浜市契約事務受任者

所　 在 　地
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　

参 加 意 向 申 出 書


次の件について、プロポーザルの参加を申し込みます。


件名：市民の脱炭素行動推進に向けた区連携企画支援業務委託について


（添付書類） 
１　共同企業体協定書兼委任状（様式２） １部 ※該当の場合のみ
２　令和７・８年度横浜市一般競争入札有資格者名簿に未登録の者については、申請中であることを証明できる書類の写し　１部






連絡担当者
所属
氏名
電話
ＦＡＸ
E－mail




（様式２）
令和　　年　　月　　日
共同企業体協定書兼委任状

（申請先）
横浜市契約事務受任者
　　　共同企業体名
代表者　所在地
商　　号
職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	件名
	市民の脱炭素行動推進に向けた区連携企画支援業務委託について


　上記業務の公募型プロポーザルに参加するため、提案資格に基づき、特定共同企業体を結成し、貴市との間における下記事項に関する権限を代表者に委任して申請します。
　なお、上記業務の契約に当たっては、貴市の指示により共同企業体協定書等の必要書類については再度提出します。
	共同企業体の
名称
	


	共同企業体の
代表者
（受任者）
	所 在 地印

商    号
職・氏名

	共同企業体事務所
所在地
	

	共同企業体の
構成員（委任）
及び分担業務
	＜代表構成員＞　　　業者コード：
所 在 地
商　　号印

職・氏名
分担業務

	
	＜その他の構成員＞　業者コード：
所 在 地
商　　号印

職・氏名
分担業務

	共同企業体の
成立、解散の時期
及び委任期間
	令和　　年　　月　　日から当業務委託契約履行後、３か月を経過する日まで。
ただし、当企業体が上記業務の受注業者とならなかったときは、直ちに解散します。

	委任事項
	１　公募型プロポーザル、見積りに関する件
１　契約締結に関する件
１　契約金の請求受領に関する件
１　復代理人の選任に関する件




（備考）共同企業体を結成して公募型プロポーザル参加を申込む場合は、この様式を使用してください。





（様式５）
令和　　年　　月　　日
横浜市契約事務受任者

所　 在 　地
商号又は名称
代表者職氏名

質　　問　　書

業務名：市民の脱炭素行動推進に向けた区連携企画支援業務委託について
	質　　問　　事　　項

	















	回答の送付先

	担当部署
	

	担当者名
	

	電話番号
	

	E－mail
	






注：質問がない場合は質問書の提出は不要です。


（様式６）

令和　　年　　月　　日

横浜市契約事務受任者

所　 在 　地
商号又は名称
代表者職氏名


提　案　書



　次の件について、提案書を提出します。

件名：市民の脱炭素行動推進に向けた区連携企画支援業務委託について
　
　添付書類
　　・会社・団体概要【書類番号①】
　　・業務実施体制【書類番号②】
　　・業務実績【書類番号③】
　　・業務実施方針【書類番号④】
　　・業務実施方法・企画案【書類番号⑤】
　　・業務実施スケジュール【書類番号⑥】
　　・参考見積書【書類番号⑦】
　　・（様式７）企業としての取組確認票【書類番号⑧-１、⑧-２】
　　・（様式８）提案書の開示に係る意向確認書【書類番号⑨】



連絡担当者
所属
氏名
電話
ＦＡＸ
E－mail


（様式７）【書類番号８－①】

企業としての取組確認票

	
	対象
	必要書類

	□
	次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画を策定している場合（従業員101人未満の場合のみ）
	労働局の受付印のある「一般事業主行動計画の写し」

	□
	女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく一般事業主行動計画を策定している場合（従業員101人未満の場合のみ）
	労働局の受付印のある「一般事業主行動計画の写し」

	□
	次世代育成支援対策推進法に基づく認定（くるみん認定、プラチナくるみん認定、トライくるみん認定）、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく認定（えるぼし認定、プラチナえるぼし認定）、又はよこはまグッドバランス企業の認定を取得している場合
	・次世代育成支援対策推進法に基づく認定を取得している場合は「基準適合一般事業主認定通知書の写し」、または「基準適合認定一般事務主認定通知書の写し」
・女性の職業生活における活躍の
推進に関する法律に基づく認定を取得している場合は「認定通知書の写し」
・よこはまグッドバランス企業の認定を取得している場合は「認定通知書の写し」又は「認定証の写し」

	□
	青少年の雇用の促進等に関する法律に基づく認定（ユースエール）を取得している場合
	「認定通知書の写し」

	□
	障害者雇用促進法に基づく法定雇用率2.5%を達成している場合（従業員40人以上）、又は、障害者を１人以上雇用している（従業員40人未満）
	「最新年度の障害者雇用状況報告書（事業主控）の写し」

	□
	横浜SDGs認証制度”Y-SDGs”の取得
	「認定通知書の写し」
※認証区分は問わない

	□
	エコアクション21認証の取得
	「認証・登録証の写し」


該当する□にレ点を入れ、必要書類（各1部）【書類番号８－②】を添付してください。




（様式８）【書類番号９】



令和 　年 　月　 日
横浜市契約事務受任者
　                                      所　 在 　地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　

提案書の開示に係る意向申出書

提案書の内容に対して、開示請求があった場合の取扱いについて次のとおり意向を申し出ます。

件名：市民の脱炭素行動推進に向けた区連携企画支援業務委託について 


１．提案書の開示を承諾します。
上記の件について、
２．提案書の非開示を希望します。
理由：


※本申出書は提案書の内容を非開示とすることを確約するものではありません。「横浜市の保有　する情報の公開に関する条例」等関連規定に基づき、公開が妥当と判断される部分については開示する場合があります。




連絡担当者
所属
氏名
電話
FAX
E-mail




（様式10）
令和　　年　　月　　日

横浜市契約事務受任者

所　 在 　地
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　

辞 退 書


次の件について、プロポーザルの参加を辞退します。


件名：市民の脱炭素行動推進に向けた区連携企画支援業務委託について







連絡担当者
所属
氏名
電話
ＦＡＸ
E－mail
